
厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患等政策研究

事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野））） 

総括研究報告書 

アレルギー疾患対策に必要とされる疫学調査と疫学データーベース作成に関する研究 

 研究代表者  赤澤 晃   東京都立小児総合医療センターアレルギー科 部長 

研究要旨  

日本も他の先進諸国と同様に、アレルギー疾患の急激な増加を経験してきた。その背景には様々

な環境要因と遺伝要因が考えられ研究が続けられている。国内でも局地的な疫学調査は実施され

てきたが、全国レベルの調査は、限られたものしかない。アレルギー疾患対策基本法施行にあた

って、基本的な疫学データを整理し、将来にわたり経年的変化を調査していくことは、医療政策

策定の上で最も重要なことである。 

本研究では、これまでの国内外の疫学データを収集し疫学データベースを作成し、将来にわたり

活用できる疫学調査計画を立案、実施していく。 

＜方法＞アレルギー疾患の 1946 年以降の有症率調査報告を医学中央雑誌、MEDLINE を使用し検索

した。 

＜結果＞小児気管支喘息 51 件、小児アレルギー性鼻炎 38 件、成人喘息 9 件、成人アレルギー性

鼻炎 13 件、アトピー性皮膚炎 33 件、食物アレルギー33 件を抽出した。 

抽出された論文を分析し、年齢、調査地域、調査方法、有症率等を一覧表にして、さらに一般向

けに見やすく web で公開した。 https://allergysurvey.jp/ 
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A. 研究目的 

 戦後の経済成長とともに、喘息の有症率は日本

のみならず世界の先進諸国では急激に増加した。

国内では、公害指定地域においては大気汚染との

関連性の高い喘息が急増したが大気汚染の改善

後も、喘息の有症率は増加を続け、様々な要因と

の因果関係が検証されてきた。しかし 2000 年ま

での多くの調査は局地的に実施さてきたものが

多く、国内全域の傾向がとらえにくいものであっ

た。 

疫学調査により患者数を把握することは、医療政

策の計画のための基本データである。特にアレル

ギー疾患は他の慢性疾患に比較して有症率が高

いこと、遺伝要因だけでなく環境要因が大きく関

わっていることで有症率が経年的に変化しやす

いことから、その変化を調査していくことが重要

である。 

国際的には、1990 年ごろから小児アレルギー疾患

の疫学調査である ISAAC 調査、成人喘息調査であ

るECRHS調査が実施され国際比較が可能になって

きた。国内では、西間らが1993年、2003年に ISAAC

調査に参加し福岡県のデータが国際的に提示さ

れた。その後、研究代表者らにより全国規模の全

年齢の喘息、アレルギー性鼻炎調査を ISAAC 調査



用紙、ECRHS 調査用紙を使用して、国際的に比較

できる全国調査を 2005 年～2008 年に実施した。

2010 年からは、アトピー性皮膚炎および食物アレ

ルギーの全国規模の疫学調査を実施する方法と

してインターネットを利用したweb調査について

検討研究を行い、実用的な調査としてメリットが

多く利用できることがわかってきた。 

治療に関しては、治療ガイドラインが作成され一

定の治療指針が示されたことにより重症・難治喘

息、喘息死が減少してきているが、研究代表者ら

のこれまでの調査でも治療が不十分な患者が多

いこと、治療に地域差があること、ガイドライン

にそわない治療が行われていること、アトピー性

皮膚炎ではステロイド忌避の患者が多いこと、そ

の症状の経年的変化が大きいこともわかってき

た。 

この研究では、アレルギー疾患対策基本法が施行

されるにあたって、これまでの国内での気管支喘

息、アレルギー性鼻炎結膜炎、アトピー性皮膚炎、

食物アレルギー、慢性蕁麻疹、血管性浮腫等の疫

学調査データを収集してデータベース化するこ

とで医療政策に活用するととともに、今後必要と

なる疫学調査についての計画を作り・実施するこ

とで必要とされる医療を治療ガイドラインに反

映していくことを目的とする。 

 

B. 研究方法 

成人気管支喘息、小児気管支喘息、アトピー性

皮膚炎、アレルギー性鼻炎、食物アレルギーそれ

ぞれの疾患において、国内の有症率調査報告を医

学中央雑誌、MEDLINE を使用し検索した。 

研究グループを組織して協働作業で実施した。

〇印は、各グループのリーダー。成人喘息・鼻炎

調査グループ：〇谷口、今野、岡田、大久保、福

冨。小児喘息・鼻炎調査グループ：〇足立、斎藤、

小田嶋、吉田、赤澤。アトピー性皮膚炎調査グル

ープ：〇秀、下条、大矢。食物アレルギー調査グ

ループ：〇海老澤、秀、赤澤。 

本研究の報告書は、グループ毎にまとめたため

研究分担者ごとではなく、成人喘息・鼻炎、小児

喘息・鼻炎、アトピー性皮膚炎、食物アレルギー

でまとめた。 

 アレルギー疾患疫学データーベース作成にあ

たり、次の仕様で検索を実施した。 

（1） 検索データベース：医学中央雑誌、

MEDLINE 

（2） 検索対象期間：医学中央雑誌は、1983 年

から、MEDLINE は、1946 年から 2015 年ま

でとした。 

（3） 検索キーワード：各疾患名、有症率、罹

患率、予後調査、統計 等 

（4） 対象年齢：小児は、0 歳から 18 歳、成人

は 19 歳以上とした。 

検索された文献から、有症率と関連のないもの、

記載の不備のあるもの、重複している調査等を整

理した。 

データベースの公開 

国内の疫学調査の状況を把握しやすくするため、

疾患ごとに、都道府県別に分類した。都道府県別

の調査数がわかるように日本地図に調査数を記

載し、都道府県別の一覧表を作成した。調査の概

要を簡潔にまとめ調査毎に表示できるwebシステ

ムを構築した。 

データベース集 

各疾患ごとに検索された文献の一覧を文献集と

して本報告書の別冊として作成した。 

検査された文献から抽出し、web に公開されてい

る調査に関しては、本報告書巻末に資料として掲

載した。 

 

 

 



C. 結果 

(1) 小児気管支喘息 

医学中央雑誌では 956 件が該当し、そのうち 45

件を対象とした。MEDLINE では 469 件が該当し、

そのうち8件について検討を行った。重複を除き、

引用文献１件を加えた計 51 件についてデーター

ベースを作成した。 

(2) 小児アレルギー性鼻炎 

医学中央雑誌では 406 件が該当し、そのうち 38

件を対象とした。MEDLINE では 165 件が該当し、8

件を対象とした。重複を除いた、計 41 件につい

てデーターベースを作成した。 

（3）成人喘息 

医学中央雑誌から 5 件、Medline から 4 件が該当

した。 

（4） 成人鼻炎 

医学中央雑誌から 7 件、Medline から 6 件が該当

した。 

（5） アトピー性皮膚炎 

医学中央雑誌、Medline から合わせて 33 件が該当

した。 

（6） 食物アレルギー 

医学中央雑誌から 24 件、Medline 9 件が該当し

た。 

D. 考案 

 アレルギー疾患患者がどれだけいるのか、その

分布、経年的変化を調査することは、アレルギー

疾患対策を実施していく上で最も基本的なデー

タである。しかし、これまでの国内の疾患疫学調

査体制は、医療機関、大学等による個別の特定地

域の調査、公害指定地域における気管支喘息に関

する調査、学校保健動向調査などに限られていた。 

世界的には、喘息の調査用紙である ATS-DLD 調査

用紙、小児アレルギー疾患の調査用紙である

ISAAC、成人喘息調査用紙である ECRHS が 1970 年

以降に開発され、国内でも使用されるようになっ

た。国内で、広域、全国レベルの調査は少なく、

また、ATS-DLD,ISAAC 調査用紙での調査は、1980

年以降である。食物アレルギーでは標準的な調査

用紙が開発されていない。 

今回、1946 年以降の日本のアレルギー疾患疫学調

査の論文を国内海外で検索を行ったが、全国レベ

ルで経年変化を見ることのできる調査が西日本

での小学生喘息調査だけであること、地域差を見

ることができる調査が少ないことがわかった。 

今後、アレルギー疾患対策を的確に推進するため

に、正確な動向調査を実施していく必要があるこ

とがわかった。 

 

E. 結論 

国内でのアレルギー疾患疫学調査の実施状況を

論文での報告数で調査し、一般国民にもわかりや

すい形として web で公開した。都道府県別には、

全国調査以外に実施していない地域も多くあり、

調査方法も独自の方法で実施されてきた。今後の

アレルギー疾患対策を実施していく上で定期的

に、一定の調査方法での調査を実施し、分析する

必要があることがわかった。 
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